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１ 委託業務の概要 

（１）委託業務名 

空調設備整備事業アドバイザリー業務（以下「本業務」という。） 

 

（２）委託期間 

契約締結日から令和 10年４月 30 日まで 

 

（３）本業務の目的 

今治市（以下「本市」という。）では、酷暑の状態化に伴う熱中症リスクの低減を図り、利

用者の安全性を確保するとともに、災害時における避難所機能の強化を図ることを目的とし

て、運動施設への空調設備の導入事業（以下「本事業」という。）を進めている。 

本業務では、民間事業者のノウハウを活用した効果的な事業手法を調査・検討し、本市が

選択した事業手法に基づき、事業者選定等に係る各種の支援を行い、本事業を円滑に進める

ことを目的とします。 

 

（４）本事業の対象 

「仕様書 別紙」対象施設一覧のとおり、45 施設の屋内運動場 42 か所、体育室１か所、競

技場２か所、武道場 11か所とする（以下「対象施設」という。）。 

ア 学校施設 42施設 

   屋内運動場 42 か所、武道場９か所 

イ 障がい者文化体育施設 １施設 

   体育室１か所 

ウ 公共スポーツ施設 ２施設 

   競技場２か所、武道場２か所 

 

（５）本事業のスケジュール 

ア 空調設備整備検討審議会（基本計画への答申） 令和８年 12 月 

イ 学校施設環境改善交付金事業の計画提出        令和９年５月 

（令和 10年度事業量調べ）  

ウ 空調設備整備検討審議会（募集要項等） 令和９年 10 月 

エ 整備事業に関する事業者公募 令和 10 年１月 

オ 整備事業の予算措置 令和 10 年３月議会 

カ 整備事業に関する事業者選定（最優秀提案者の選定） 令和 10 年４月 

キ 空調設備整備検討審議会（最優秀提案者の選定） 令和 10 年４月 

 

２ 委託業務の内容 

（１）基本計画検討支援業務 

ア 机上調査 

対象施設の中から本事業を検討する上で適切な５施設（以下、「代表施設」という。）
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（※）を抽出し、代表施設に関する書類調査を実施する。本市が貸与する書類（竣工図

面、工事履歴、点検記録等）を基に代表施設のインフラ整備状況（受変電設備容量、都

市ガス敷設状況）や光熱費契約単価情報等を整理すること。 

※「仕様書 別紙」対象施設一覧に記載のある、小学校・中学校・廃校・障がい者文化

体育施設・公共スポーツ施設ごとに１施設を抽出すること。 

イ 現地調査 

代表施設に関する現地調査を実施する。 

ウ 空調方式の検討 

代表施設の調査結果を基に、対象施設ごとに空調方式（ガス方式、電気方式、ハイブ

リッド方式等）について、イニシャルコスト（機器本体設置費、キュービクル改修費の

ほかＬＰガスの場合は貯蔵設備設置費等）、ランニングコスト（電気・ガスの使用料金、

メンテナンス費用等）、BCP、環境性能、静粛性等により比較検討を行う。 

エ 断熱方法の検討 

対象施設ごとに断熱方法について検討を行い、イニシャルコスト、ランニングコスト

により比較検討を行う。 

オ 基本計画図の作成 

代表施設に空調設備を設置するための基本計画図を作成する。 

カ 概算工事費の算出 

基本計画図を基に、事業方式を比較する上で必要な概算工事費の算出を行う。 

キ 事業方式の検討 

事業方式（直営方式、DB方式、PFI 方式、リース方式等）の比較検討を行う。空調方

式・断熱方法の検討、基本計画図をもとに、総事業費（イニシャルコスト、ランニング

コスト、補助金及び起債等活用の可否）、事業実施スケジュール、地元企業の活用等総合

的な視点から発注方式を検討すること。 

 

（２）公募資料作成支援業務 

ア 机上調査 

代表施設以外の対象施設に関する書類調査を実施する。本市が貸与する書類（竣工図

面、工事履歴、点検記録等）を基に対象施設のインフラ整備状況（受変電設備容量、都

市ガス敷設状況）や光熱費契約単価情報等をまとめ、本市の現状を整理すること。 

イ 概算工事費の算出 

対象施設ごとに、概算工事費の算出を行い、全体事業費を算出する。対象施設ごとに

負荷容量の設定、室内機の選定、室外機の選定（基礎工事やフェンス工事等の見込み）、

受変電設備の改修見込み、ガスの改修見込み（都市ガスの場合メーター引き込み等、LPG 

の場合バルクや LPG 庫、その基礎、フェンス）等の項目を整理したうえで、概算工事費

を算出すること。 

ウ サウンディング調査（民間事業者への参画意向調査） 

① 今治市入札参加資格者リスト等を基に、メール等でアンケートを実施する。 

② アンケート調査の結果、参加意欲のある事業者と個別にサウンディング調査を行い、
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公募条件等を整理する。 

③ 調査結果を集計および分析を行う。 

エ 公募資料の作成 

① 事業者選定のための公募資料案（募集要項、要求水準書、契約候補者選定基準、提案

様式集）を作成する。 

② 事業者と締結する契約書案について、事例の提供等、助言や支援を行う。 

③ 提案上限価格の調整を支援する。 

 

（３）事業者選定支援業務 

ア 質疑回答の支援 

公表した募集要項等に係る事業者からの質問に対する回答案の作成を支援する。 

イ 事業者提案の評価支援 

事業者選定プロセスにおいて、各社より提出された技術的提案について、比較資料を

作成するなど、その内容を評価するための支援を行う。 

ウ 空調設備整備検討審議会・選定委員会の運営支援 

空調設備整備検討審議会・選定委員会の開催及び運営に伴う資料・会議録の作成を支

援し、必要に応じて資料説明・質疑応答の補助等を行う。 

 

３ 委託業務の実施体制 

（１） 本業務の目的を十分に理解し、適切な人員を配置すること。 

ア 業務責任者 

「設備設計一級建築士」又は「一級建築士」の資格を有し、同種又は類似の業務に携わっ

た実績がある者であること。 

イ 業務担当者 

 各分野の業務担当者は、それぞれ１名以上配置すること。また、参加者を構成する企業に

属していること。なお、各業務担当者の兼務は認めるものとする。 

（ア）建築担当 

（イ）電気設備担当 

（ウ）機械設備担当 

（エ）建設コスト管理担当 

（オ）入札契約計画担当 

 

 

４ 業務計画書の提出 

（１）受託者は契約締結後、速やかに「業務計画書」を本市に提出し、承認を得ること。 

 

（２）業務計画書には、次の事項を記載すること。 

    ① 業務内容 

    ② 業務の詳細工程表（打合せ等を含む） 
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    ③ 業務実施体制及び連絡体制（緊急時を含む） 

    ④ 管理技術者、各主任者及び従事者名簿 

 

（３）業務計画書の内容に追加や変更等が生じた場合は、理由を明確にした上で、速やかに変更後

の業務計画書を本市に提出し、承認を得ること。 

 

５ 打合せ・協議 

（１）本業務を適正かつ円滑に実施するため、受託者は本市と、適宜、打合せを行うものとする。 

 

（２）打合せは、本市が認めた場合は Web 会議での実施も可能とする。  

 

（３）打合せ事項については、受託者がその都度記録を作成し、本市の承認を得るものとする。 

 

６ 資料の貸与 

（１）本業務の遂行上必要な資料で、本市が所有しているものについては、これを貸与する。 

 

（２）受託者は、貸与が必要な資料の一覧表を提出の上で貸与を受け、使用終了後は速やかに返却

すること。 

 

（３）受託者は、貸与を受けた資料を本業務以外の目的に使用してはならない。 

 

（４）受託者は、資料を紛失・汚染等しないよう取り扱い、これを公表し又は貸与してはならな

い。 

 

（５）本業務の遂行上必要として本市が認めた範囲において資料の複製を許可する。 

 

７ 成果品の提出 

１（５）本事業のスケジュールに間に合うように必要な資料を作成し、適宜、提出すること。本

業務完了時には、作成した資料を以下の要領で取りまとめ成果品として提出すること。 

（１）提出物 

ア 基本計画検討支援業務 

   ① 空調方式の検討結果 

   ② 基本計画図 

   ③ 想定概算事業費 

   ④ 事業方式の比較検討結果（直営方式、PFI方式、リース方式等） 

イ 公募資料作成支援業務 

   ① 概算事業費 

   ② サウンディング調査結果（公募条件等の整理） 

   ③ 公募資料（案）（募集要項、要求水準、評価基準、様式集） 
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ウ 事業者選定支援業務 

   ① 募集要項等に関する質問・回答資料 

   ② 空調設備整備検討審議会・選定委員会の資料 

   ③ 空調設備整備検討審議会・選定委員会の議事録 

   ④ 審査講評 

 

（２）提出形式 

ア A4 判簡易製本 ２部 

イ 上記の電子データを収納した電子媒体（CD-R 又は DVD-R） ２部 

 

８ その他事項 

（１）受託者は、本仕様書に基づくとともに、関係法令等を遵守し、業務を遂行すること。 

 

（２）受託者は、本業務の遂行にあたり、本市の所掌する情報資産の保護について万全を期し、業

務上知り得た情報等を正当な理由なく第三者に知らせるなど、業務の目的外に使用すること

がないよう徹底すること。 

 

（３）受託者は、本業務の進捗に関して、本市に定期的に報告すること。 

 

（４）本業務を受託した者又はこれらと資本面若しくは人事面において密接な関係のある者は、本

事業に係る事業者選定に応募または参画できないほか、応募または参画を予定する事業者の

コンサルタント業務等も受託できないものとする。なお、「資本面において密接な関係のある

者」とは、当該企業の発行済み株式総数の １００分の５０を超える決議権を有し、又はその

出資総額の１００分の５０を超える出資をしている者をいい、「人事面において密接な関係の

ある者」とは、当該企業役員 を兼ねている場合をいう。 

 

（５）本仕様書に疑義が生じた場合及び本仕様書に定めのない事項については、本市と受託者が協

議して決定する。 

 

９ 担当部署及び連絡先 

（１）担当部署 

今治市 教育委員会事務局 教育大綱推進課 

 

（２）連絡先 

住所：〒794-0027 愛媛県今治市南大門町２丁目５番地１ 

電話：0898-36-1611（直通） 

電子メール：kyouikut@imabari-city.jp 
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（仕様書 別紙） 

対象施設一覧 

 
■小学校 
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■中学校 

 
■廃校 

 
■障がい者文化体育施設 

 
■公共スポーツ施設 

 
【総合計数】 

 
 


